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本論文の意義と貢献  
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ことができることが予想される。  
最後に、企業内で外部から統制をしなければならないほど経営者は企業内部で強力な影
響力を持ち、それは組織が経営者に道具として扱われているからであると示し、組織の効
果の強さを示した。しかしながら、同時に、本論文では組織の効果についての検討が不足
していることも指摘しており、企業内部の組織についてのさらなる考察が必要であること
を示した。  
 
本論文の限界と将来的な課題  
 本論文の限界と課題は、以下の三点である。①経済学理論であることで生じる限界、②
データを用いた分析の不足、③考察対象の企業が、ほとんどアメリカの企業を前提として
いることである。  
 まず、この理論が経済学理論であるために、組織問題について踏み込んだ考察が不足し
ている。経済学は、そもそも経営学のように一つの企業を対象としていない。その対象は、
企業を含む様々な行為主体によって構成される経済である。そのため、企業の内部をさら
に分解し、それを構成する行為主体間の関係や相互作用を考察することは少ない。それは、
組織の経済学と呼ばれる新制度派経済学もあてはまる。そのため、企業を経済の構成要素
とみなす経済学の考え方だけではなく、経営学における経営組織論や経営管理論の成果を
取り入れる必要があると考えられる。  
次に、理論的考察に偏り、本論文では、現実の企業のデータを扱っていない。これでは、
現実妥当性が疑われてしまう。今後データを用いた検証を行い、補っていく必要がある。 
 最後に、実証的エージェンシー理論は、ほとんどの場合で、アメリカの企業を念頭に
構築されている。そのため、実証的エージェンシー理論が、日本企業に適用可能であるの
かが疑われる。今後は、日本企業の特性を踏まえ、それに実証的エージェンシー理論が適
用できるのかを考察することが必要である。  
 
